
資料３

R5.8.9更新

あま市社会福祉協議会

高齢福祉課 障がい福祉課 社会福祉課

基幹地域包括
支援センター

障がい福祉係
権利擁護センター
（中核機関の主導役）

【広報】
①パンフレット設置
②講演会
③各種研修会
④担当者への個別周知

【啓発】
①講演会及び市民向け講
演会
②行政、福祉、医療向け
の研修
③民生委員等の地域関
係者への啓発活動

【発見・気づき】
①ケースの発見
②明確な相談窓口の設置

【インテーク・アセスメント】
③権利擁護支援のアセス
メント
④成年後見ニーズの見極
め

権利擁護支援の
アセスメント

【支援方針の検討】
⑤支援方針の検討・決定
⑥市長申立ての決定
⑦日常生活自立支援事
業からの移行

利
用
促
進

【申立てに関わる相談】
①本人・親族申立て支援
②市長申立て

【受任調整】
③候補者のマッチング

広
報
・
啓
発

相
談

中核機関及び権利擁護センターの役割と支援の流れ

機能
中核機関に求められる

具体的な役割

中核機関 地域の相談支援機関等
（金融機関等の機関も含む）あま市

法人後見「サポートあま」、日常
生活自立支援事業、地域包括
支援センター、障害相談支援事
業所

居宅介護支援事業所、障害相談
支援事業所、認知症初期集中支
援チーム、介護又は障害福祉
サービス事業所、病院、警察　等

①作成・設置 ①設置

②企画・主催 ②参加

①設置

③企画・主催

④企画・主催（地域での広報活動の展開）

②参加・協力

③参加・協力

④協力 ④担当者への周知

①企画・主催

②企画・主催

①参加

③定例会等にて周知

①参加・協力

②参加

高齢者・障がい者の虐待の通報

本人・家族、支援者、病院、民生委員 等

明確な相談窓口

（情報集約）

権利擁護

センター

◆司令塔機能

◆事務局機能

◆権利擁護の視点

◆本人の意思決定

支援の視点

◆成年後見ニーズ

の見極め

状況に応じた措置等の対応

本人保護

ケース発見
収入財産

保護

【高齢者】

【障がい者】

サービス事業所

ケアマネジャー

利

用

者

相談支援専門員

利

用

者

サービス事業所

情報共有

ケース発見

ケース発見

情報共有

地域包括

支援センター

市長申立審査会
出席者：福祉部長、社会福祉課長・主幹、障がい福祉課長・主幹、

高齢福祉課長・主幹、各課関係職員

（事務局：権利擁護センター）

内 容：◆市長申立ての決定

専門員

生活支援員

【日常生活自立支援事業】

利用者

その他の関連ケース

権利擁護

センター

名古屋

家庭裁判所

申立て・受理面接同席

成年後見制度

利用支援事業

権利擁護ケース検討会議
出席者：弁護士、司法書士、社会福祉士、医療福祉相談員、日常生活自立支援事業担当者、

障がい福祉課・高齢福祉課・権利擁護センター職員、その他関係職員

内 容：◆市長申立てを含む支援方針の決定 ◆継続的に成年後見支援を要するケース

の報告・検討 ◆専門的判断（モニタリング） ◆法人後見の適否を含む受任調整

◆成年後見制度以外の支援策の検討

見守りからのつながり

後見人等候補者候補者事前面談

専門職団体

本人像共有・候補者推薦

②参加・協力

②参加

法人

後見本人像共有

早期

介入

権利擁護ケース検討会議
法人後見の適否を含む受任調整（候補者マッチング）

ガイドライン



R5.8.9更新

あま市社会福祉協議会

高齢福祉課 障がい福祉課 社会福祉課

基幹地域包括
支援センター

障がい福祉係
権利擁護センター
（中核機関の主導役）

中核機関及び権利擁護センターの役割と支援の流れ

機能
中核機関に求められる

具体的な役割

中核機関 地域の相談支援機関等
（金融機関等の機関も含む）あま市

法人後見「サポートあま」、日常
生活自立支援事業、地域包括
支援センター、障害相談支援事
業所

居宅介護支援事業所、障害相談
支援事業所、認知症初期集中支
援チーム、介護又は障害福祉
サービス事業所、病院、警察　等

利
用
促
進

【法人後見・市民後見】
④法人後見の担い手育
成や活動支援
⑤市民後見人の研修等
養成

後
見
人
支
援

【チーム支援】
①後見人等選任後の本
人を支えるチームを再編
成して相談・連携体制を
整える
②後見人等の相談窓口
の明確化やバックアップ
体制の整備
③家庭裁判所との連絡調
整
④報告書等書類作成支
援

利
用
促
進
・
後
見
人
支
援

【法人後見】
○法人後見との連携のあ
り方

権利擁護

センター
【法人後見】

福祉的課題が複数あ

るケースなど法人後

見ガイドラインに沿っ

て受任する

【市民後見人の養成】

成年後見支援の担い手と確

保できるよう企画立案する

成年後見制度利用促進協議会
出席者：学識経験者、弁護士、司法書士、社会福祉士、医療福祉相談員、あま市・大治町障がい者支援協議会生活支

援部会長、福祉部長、社会福祉協議会事務局長、名古屋家庭裁判所職員、事務局、その他関係職員

内容：◆センターの運営や相談支援体制の見直しに関すること ◆市成年後見制度利用促進基本計画の進捗管理

に関すること ◆法人後見の実施や市民後見人の養成等に関する協議・検討 ◆成年後見制度利用支援事

業の見直し等に関すること ◆その他権利擁護に関すること

連携

海部圏

域で広

域実施

日常生活

自立支援事業

ノウハウ活用

名古屋

家庭裁判所

後見センター

本人・後見人等

相談窓口の明確化

権利擁護

センター

◆司令塔機能

権利擁護ケース検討会議
モニタリング・バックアップの検討・専門的判断（後見人等の交代や類型の変更等）

ケースに応じて協力

後見人等を含めた

チーム編成

審判

連携

【権利擁護チーム支援】

本人を中心とした日常的な

生活支援や見守り支援と連携

連絡調整

後見人等による

活動報告

法人後見の実施体制の整備

本人・親族・市長

権利擁護

センター

成年後見制度利用促進協議会
法人後見のあり方の検討

【法人後見】

サポートあま

助言・提言

権利擁護ケース検討会議
法人後見の適否検討

助言

提言

名古屋

家庭裁判所審判等申立て

選任

市長申立てし

たケースは家

庭裁判所に提

出した審判申

立て書類一式

の写しを提供

成年後見制度

利用支援事業

運営委員会

ガイドライン

後見活動報告
連絡調整

運営委員会

成年後見制度

利用支援事業


